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●問い合わせ　農業委員会事務局（☎ 656－ 6595）

農業委員会便り

　
農
業
の
担
い
手
の
高
齢
化

や
減
少
に
よ
り
耕
作
放
棄
地

の
増
加
な
ど
が
進
ん
で
お

り
、
今
後
、
農
地
が
適
切
に

利
用
さ
れ
な
く
な
る
恐
れ
が

あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
対
策

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

従
来
進
め
ら
れ
て
き
た

「
人
・
農
地
プ
ラ
ン
」
が
令
和

７
年
度
か
ら
「
地
域
計
画
」

と
し
て
新
た
に
策
定
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
、
市
で
は
地
域

農
業
の
維
持
や
発
展
に
向
け

た
話
し
合
い
を
進
め
「
農
地

中
間
管
理
事
業
」
を
活
用
し

た
農
地
の
集
積
・
集
約
化
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
「
農
地
中
間
管
理
事
業
」は

令
和
３
年
度
か
ら
各
地
区
で

の
取
り
組
み
を
は
じ
め
、
令

和
６
年
度
は
大
釜
・
小
岩
井

地
区
、上・中
鵜
飼
地
区
（
下

鵜
飼
地
区
と
統
合
し
鵜
飼
地

区
と
な
る
）、
牧
野
林
地
区
、

川
前
・
巣
子
地
区
の
４
地
区

で
実
施
し
、
年
度
中
に
市
内

全
地
区
で
取
り
組
み
が
達
成

さ
れ
る
予
定
で
す
。
各
地
区

地
域
計
画
策
定
に
向
け
て

～
農
地
中
間
管
理
事
業
を

　
　
　
　
全
地
区
で
実
施
～

で
は
農
業
委
員
、
農
地
利
用

最
適
化
推
進
委
員
、
中
心
と

な
る
担
い
手
の
皆
さ
ん
な
ど

で
話
し
合
い
を
行
い
、
地
区

全
体
で
取
り
組
み
を
推
進
し

ま
し
た
。

　
令
和
６
年
４
月
１
日
か
ら

相
続
登
記
の
申
請
が
義
務
化

さ
れ
ま
し
た
。
相
続
に
よ
っ

て
不
動
産
を
取
得
し
た
相
続

人
は
、
所
有
権
を
知
っ
た
日

か
ら
３
年
以
内
に
相
続
登
記

の
申
請
を
し
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

　
田
、
畑
や
樹
園
地
な
ど
の

農
地
を
相
続
し
た
人
は
農
業

委
員
会
に
相
続
の
届
け
出
が

農
地
の
相
続
登
記
は

農
業
委
員
会
に
届
け
出
を

必
要
で
す
。
忘
れ
ず
に
手
続

き
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

●
必
要
書
類

・
農
地
法
第
３
条
の
３
の
規

定
に
よ
る
届
出
書

・
登
記
完
了
証
の
写
し

※�

代
理
の
人
が
受
理
通
知
書

を
受
け
取
る
場
合
は
委
任

状
が
必
要
で
す
。

※�

必
要
書
類
の
様
式
や
申
請

に
関
す
る
詳
細

な
説
明
は
市
Ｈ

Ｐ
か
ら
☞

●
農
地
の
管
理
に
困
っ
た
場
合

　
相
続
を
し
た
農
地
の
耕
作

や
管
理
が
で
き
ず
に
困
っ
た

場
合
は
、
農
業
委
員
会
に
相

談
し
て
く
だ
さ
い
。
農
業
委

員
、
農
地
利
用
最
適
化
推
進

委
員
が
耕
作
、
管
理
を
し
て

く
れ
る
人
を
探
す
手
伝
い
を

し
ま
す
。
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☑暮らしと経営に役立つ農業
情報満載。
☑経営のパートナーとして活
躍する農業女性や若い青年農業
者の活躍なども届けます。

　農業者年金は iDeCo と同様の確定
拠出型年金で、少子高齢時代でも非常
に安定的な積み立て方式の年金です。
　若いうちからの加入はもちろんのこ
と、65 歳まで加入ができ、将来の備
えを確保することができます。
　若い世代には国庫補助もあります。
●問い合わせ　
農業委員会事務局（☎ 656 － 6595）

農業者年金
加入の勧め

　自然災害や価格低下だけでなく農業
者の経営努力では避けられない収入減
少が補償の対象です。
　コロナ禍の収入減少も補償対象です。
※�加入するには条件があります。
●問い合わせ
NOSAI 岩手盛岡地域センター
（☎ 659 － 3905）

収入保険
加入の勧め


